
滞納管理WT議事（令和７年４月３０日～令和７年５月７日開催）

確認事項 修正方針（事務局案） 修正方針（事務局案）への回答 ご回答の理由・詳細など

機能要件 帳票要件

印字項

目・諸元

表

帳票レイ

アウト

業務フ

ローツ

リー図

税制改正による標準仕様書見直し

1 特になし。
地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

1 特になし。
地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

1

滞納管理システムの差押通知書等、処分用帳票において、滞納処分費の欄が設けられているものが数多くありま

すが、対象帳票によって諸元表における滞納処分費の取り扱い方が異なるものがあります。

 例えば「0150011 差押書（不動産）※滞納者用」では印字項目名が【滞納処分費】となっており、内容が

【「※法律による金額」と固定文言を印字】となっている反面、「0150012 差押通知書（不動産）※権利者

用」や「0150022 差押調書（謄本）（債権）※滞納者用」などでは印字項目名が【滞納処分費（法律による金

額）】となっており、内容が【滞納処分費（3桁カンマ編集）＋"円"を印字】となっているため、統一されてい

ないものとなっています。

不動産や動産であれば公売にかかる諸経費がかかりますし、預金差押における振込手数料は振込額によって異な

る場合があることから口座に残っている金額次第で変動するため、滞納処分費は差押通知書作成時点では金額が

確定していない場合が多いと考えます。

 また、差押等を行う場合において差押通知書等に滞納処分費を印字することに対して抵抗のある自治体様もい

ることから、弊社としては印字項目名を【滞納処分費】内容を【「※法律による金額」と固定文言を印字】とし

て統一するのがよいのではないかと考えます。

お手数をおかけしますが、ご検討のほど、よろしくお願いいたします。

●

0150011

ほか

レイアウト上、滞納処分費に

「999,999,999円」が印字されて

いる。

印字項目・諸元表上、以下が混在

している。

・「※法律による金額」と固定文

言を印字

・滞納処分費（3桁カンマ編集）

 ＋""円""を印字"

ー

要検討

ー レイアウト上、滞納処分費（法律による金額）の箇所について、

①金額が定まっている場合は金額を記載

②金額が定まっていない場合は（未確定）と記載

とすることでよいでしょうか。

問題なければ、印字項目・諸元表の備考の記載について、以下の通り修正し

ます。

×「「※法律による金額」と固定文言を印字」

×「滞納処分費（3桁カンマ編集）＋"円"を印字」

↓

〇「①金額が定まっている場合は、滞納処分費（3桁カンマ編集）＋"円"を印

字

  ②金額が定まっていない場合は”（未確定）”を印字」

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：問題ない。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：充当通知など確定時と考えられる場合は①で問題ないが、差押調書など未確定時は改正要

望のとおり【滞納処分費】内容を【「※法律による金額」と固定文言を印字】として統一する対応が

好ましいと考えます。

（H市）：①確定している場合（滞納処分費のみ差押する場合）は金額を処分時に指定して記載す

る。

②確定していない場合は、「法律による金額」の固定が適切と考えます。

（D市）：

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：①金額が定まっている場合は金額を記載 で良いが、

②金額が定まっていない場合は（未確定）ではなく、（法律による金額）が望ましいと思います。

理由：法律で定めがある金額は必要であるが、（未確定）では費用の要否も含めて未確定と捉えてしまうため。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：改正・要望内容のうち振込手数料は滞納処分費に該当しません。差押通知書等の滞納処分費を印字することに対して抵抗のある自治体もあるとのこ

とですが、根本的に勘違いがあるように感じます。滞納処分費を記載しなければならない場合とは、滞納処分費が計上されたが、本税等は完納になり滞納処分

費のみ差押処分する場合であると認識しています。滞納処分費の基因となった滞納がある場合は、滞納処分費について差押調書等に記載する必要はないとされ

ています。

（D市）：事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

意見について、①については問題ないものの、②については（法律による金額）（滞納処分費を要する）と固定文言を

記載するか、空欄とする対応を求められている。

この点、ベンダ1社を除き固定文言を求めていることから、以下を印字項目・諸元表に記載する。

①金額が定まっている場合は金額を印字

②金額が定まっていない場合は”（法律による金額）”を印字

なお、ベンダから以下の意見あり。

・「金額が定まっている場合というのは運用上どのような場合なのでしょうか。」については、金額が定まっている場

合＝金額がシステム上入力されたときと想定している。

・「配当についてはデータリストにも滞納処分費の項目が存在するため同期をとるよう連携してください。」について

は、配当計算書に滞納処分費の項目がないが、デジタル庁作成の基本データリスト上は滞納処分費の項目があるため同

期をとってほしいという意見と思われるが、特段滞納処分費の項目が必要という意見がこれまでないことから、対応不

要と想定している。

※デジタル庁へのエスカレーションも不要と想定。

2

Q1：通し項番465「フリー催告書（納付書あり）」について、地方団体毎に運用に差があるためオプション帳票

であることは理解できますが、何故用紙は「専用紙（圧着はがき）」のみの既定なのでしょうか。

014収納管理で規定される「督促状兼納付書」では、専用紙（不定形）は実装必須帳票、専用紙（圧着ハガキ）

はオプション帳票のため、おそらくは専用紙（不定形）を使う団体が多いと思われます。

通し項番465「フリー催告書（納付書あり）」についても専用紙（不定形）を規定いただければ、督促状兼納付

書と同じ用紙を催告書としても流用することができ、帳票印刷のアウトソーシングや用紙調達時のコストが抑え

られる可能性もありますので、通し項番465「フリー催告書（納付書あり）」について専用紙（不定形）につい

ても規定いただきますようお願いいたします。

● ●

0150460 専用紙（圧着はがき） 専用紙（不定形）

報告

不定形と規定すること

で、圧着はがき以外の

手法に対応できるよう

になるため。

ー 圧着はがきを含める形で、それ以外

の不定形の用紙が許容されるよう、

専用紙（不定形）に修正する。

※【参考】ファイルで（案）を記載

しているため、確認いただければと

思います。

（E市）：意見なし

（K市）：了解しました

（C市）：問題なし

（I市）：-

（B市）：案のとおりで良い。

（当市でも「フリー催告書（納付書あり）」についてはA4用紙を使用しています。現在と同様の用紙

が使用できることが望ましいです。）

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：修正（案）を確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：対応しなければならない用紙を増やす趣旨ではなく、事業者判断によって用紙を選択できるようにする趣旨の改正と理解してよろしいでしょ

うか。

（総務省統括アドバイザー）：アウトソーシングや要し調達コストの低減を想定するのであれば、「専用紙（不定形）」という語句が何を意味するのか定義

（要件）した方が良い。

特に反対意見が見られなかったため、圧着はがきを含める形で、それ以外の不定形の用紙が許容されるよう、専用紙

（不定形）に修正する。

デジタル庁の質問「事業者判断によって用紙を選択できるようにする趣旨の改正と理解してよろしいでしょうか。」に

ついては、ご記載の通り。

総務省統括アドバイザーの意見「「専用紙（不定形）」という語句が何を意味するのか定義（要件）した方がいい」に

ついては、「備考にA4様式、圧着はがき、その他納付書の機能を備えたあらゆるサイズの様式を想定。」と記載するこ

とで、各ベンダの様式に対応する想定。

ベンダから「専用紙（不定形）として圧着はがきを含めた包括的な対応とするのではなく、督促状と同様に粒度を揃え

るという意味で要件を分けた方が良いと考えます。また合算納付書に関する記載も明記すべきと考えます。専用紙（不

定形）の納付書では送付先部分に合算明細を記載可能ですが、催告書として使用する場合は督促状と同様に文面を記載

することなり、合算納付書としては使用できないと考えます。」という意見が来ているが、0150461「フリー催告書

（納付書あり）専用紙（圧着はがき）」は標準オプション帳票であり特段レイアウトや印字項目を定めていないことか

ら、対応しないこととする。

4

調査対象者のフリガナの記載欄がありませんが，氏名欄に記載しても問題ありませんでしょうか。

（派遣契約者が多い会社の場合，フリガナ記載がないと回答が難しいとの意見をいただいております）

● ● ●

0150333 記載なし フリガナを追加

要検討

ー フリガナ項目は必要ということでよいでしょうか。

必要な場合、帳票レイアウト、印字項目・諸元表に（案）を示しているた

め、併せて確認をお願いいたします。

なお、標準オプションでの実装とする想定です。

※【参考】ファイルで（案）を記載しているため、確認いただければと思い

ます。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：問題ないが、「給与等の調査について（照会）」は上部にフリガナ、下部に氏名となってい

るが、「給与等の調査について（回答）」は上下が逆になっているため、上部にフリガナ、下部に氏

名に統一した方がよいかと考えます。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：現状はフリガナを記載している

滞納者の特定には記載があることが好ましい

（H市）：カナはあった方がよいと思いますが、その他に生年月日は必須、性別もあった方がよいと

考えます。

（D市）：参考ファイルを確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：生年月日で判断できるため不要と考えますが、オプション機能ということであれば問題ご

ざいません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：照会文、回答文の両方の配置を、上から

住所

フリガナ

氏名 となるように配置いただきたい。

（J市）：意見なし

（F市）：レイアウトで照会と回答でフリガナ・氏名の欄が上下入れ替わっているので統一してほしい

（H市）：住所、氏名だけであると会社が把握している住所と住民票上の住所が乖離している場合、本人の特定が難しくなる。同姓同名の者が想定されること

から生年月日は必須、性別もできれば印字することが望ましいと考えます。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

フリガナ項目は必要という意見、不要だがオプションであればよいという意見があることから、当初想定の通り、標準

オプションでの項目を定義することとする。

なお、シート「給与等の調査について（回答）」の項目の順序について、住所→フリガナ→氏名 の順番に修正する。

5

機能要件（滞納管理）に関する質問です。

標準仕様（機能要件）機能ID0150270について、この機能が必要とされる理由をお尋ねします。

執行停止の起因となる事実とは、例えば、執行停止前の失業等を指しているのでしょうか。

その場合、要件作成における経緯・留意事項等に記載してある「執行停止取消となった場合、減免する機能が必

要である」とはどういう意図でしょうか？

延滞金の利率計算に関わることでしょうか？

事例の想定が不明なため、とりとめもない質問となってしまい申し訳ありません。具体的にご教示いただければ

幸いです。

● ●

0150270 滞納処分の停止の基因となる事実

が･･･

滞納処分の停止の取消の基因とな

る事実が･･･

報告

機能要件の書きぶりが

わかりにくいため修正

する。

ー 要件の記載を修正する

旧）「滞納処分の停止の基因となる

事実が･･･」

 ↓

新）「滞納処分の停止の取消の基因

となる事実が･･･」

※【参考】ファイルで（案）を記載

しているため、確認いただければと

思います。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：-

（B市）：修正方針のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：根本的な勘違いで本項目は削除したうえで機能ID150351を法令どおりの延滞金の計算及び

猶予・執行停止等を含めた延滞金減免の機能要件に修正することが適当だと考えます。

（D市）：参考ファイルを確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：収納側では機能ID0140084に「地方税法の規定に従い、確定延滞金が計算されること。」と定義されており、執行停止や猶予したときの延滞金の減免

についてもここに該当すると認識しています。しかし、滞納側には、猶予や執行停止したときに延滞金を減免して計算する機能が明記されていません。ただ

し、猶予に関しては地方税法第１５条の９において猶予取り消し後の延滞金の減免の有無を執行機関が判断することになるため機能ID150162にて猶予取り消し

後の延滞金減免の有無を機能要件としています。しかし、執行停止には取り消し後の延滞金減免はあり得ないため本機能は不要であると判断します。そのうえ

で収納と同様に法令どおりに延滞金を計算できること

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

H市の意見「猶予に関しては地方税法第１５条の９において猶予取り消し後の延滞金の減免の有無を執行機関が判断す

ることになるため機能ID150162にて猶予取り消し後の延滞金減免の有無を機能要件としています。しかし、執行停止に

は取り消し後の延滞金減免はあり得ないため本機能は不要であると判断します。」については、

「（納税の猶予の場合の延滞金の免除）第十五条の九 災害等による徴収の猶予若しくは第十五条の七第一項の規定に

よる滞納処分の執行の停止をした場合～ただし、第十五条の三第一項（第十五条の五の三第二項及び第十五条の六の三

第二項において読み替えて準用する場合を含む。）又は前条第一項の規定による取消しの基因となるべき事実が生じた

場合には、その生じた日以後の期間に対応する部分の金額については、地方団体の⾧は、その免除をしないことができ

る。」とあるため、特段対応しない想定。

また、H市意見では、収納側のように滞納側に機能がないというものがあるが、収納側で定義されている要件は滞納側

で定義してもよいこと（仕様書本編P9「なお、事業者が提供するパッケージシステムによっては、法人住民税の収納に

関する機能が課税機能と一体的に実装されることや、督促に関する機能が収納管理ではなく滞納管理で提供されること

も想定されるが、これらについては、本仕様書で示す要件が充足されている限りにおいて、機能の提供方法の違いは問

わないものとする。」）から、特段対応しない想定。

方針

（E市）：意見なし

（K市）：質問４について

帳票名称について、（謄本）をつけることでよいでしょうか。

→よい

本帳票について、第三債務者のないものは、“項番11と同一”、第三債務者等のあるものは、“項番22

（債権）と同一（ただし、項番21の履行期限は除く。）”という記載を、要件の考え方・理由に追記

してよいでしょうか。

→よい

質問６について

抵当権者に送る帳票には教示文の項目が必要でしょうか。

→教示文は不要と考えます

（C市）：質問４について問題なし

質問６について抵当権者への教示文表示は不要と思われるが、他市の状況次第。

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：質問4について、問題なし

項番11と同一、項番22（債権）と同一 問題なし

質問6について教示文は不要

（H市）：質問４① 要件（変更後）が間違っています。第三債務者等が『ある』場合が差押調書⇒

差押調書（謄本）に変更で、『ない』場合は差押書のままです。

質問４② 問題ありません。

質問６ 印刷時に選択できるようにするのが一番望ましいと考えます。ただし、できないのであれば

印字しない方がよいと考えます。

（D市）：

（A市）：質問４について

問題ございません。

質問６について

抵当権者に送る帳票に教示文の項目は必要である認識です。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

質問６について

抵当権者に送る帳票には教示文の項目が必要でしょうか。

→この通知（国税徴収法第55条の通知）は処分ではなく、国税では記載していないと理解しています。

（C市）：

（I市）：質問４について：問題ない。

質問６について：抵当権者への差押通知書への教示文は不要と考える。

（B市）：質問４については、確認事項の記載のとおりで良い。

質問６については、抵当権者宛てにも教示文は必要です。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：質問４① 第三債務者等がある場合は、差押通知書を第三債務者等に送付して差押えを実施します。執行機関が差押調書を作成・保管し、滞納者に

差押調書（謄本）を送付します。第三債務等者がない場合は、滞納者に差押書を送付して差押えを実施し、執行機関が差押調書を作成・保管します。（差押調

書（謄本）は作成しません。）

質問６ 国税庁の不服審査基本通達75-2に「法第75条第1項の「処分……に不服がある者」は、処分によって直接自己の権利又は法律上の利益を侵害された者

であることを要し、処分の直接の相手方のみならず、例えば、差押えに係る財産について抵当権を有する者のように第三者もこれに当たる場合があることに留

意する。」とあります。場合があるだけなので、実際に審査請求に対して資格なしとして却下されていることが多いようですが、審査請求の資格ありと判断さ

れた事例もあるようです。

（D市）：質問4：事務局の確認内容で問題ないと考えます。

質問6：抵当権者に対し教示は不要と考えます。

不服申立てをすべき行政庁等の教示について行政不服審査法第82条第１項で「行政庁は、（中略）処分の相手方に対し、（中略）教示しなければならない。

（以下略）」とされていますが。第２項において「行政庁は、利害関係人から、（中略）教示を求められたときは、当該事項を教示しなければならない。」と

されています。抵当権者は利害関係人の一種と認識しており、利害関係人に対し法令上積極的に教示を行う義務は無いため、抵当権者に対する教示は不要と判

断しました。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

■質問４

①現在の記載「無体財産を差し押える際、滞納者に送付する帳票

帳票名称については、第三債務者等がある場合は「差押調書」、第三債務者等がない場合は「差押書」とする」

について、以下の通り訂正する。

無体財産を差し押える際、滞納者に送付する帳票

帳票名称については、第三債務者等がある場合は「差押調書（謄本）」、第三債務者等がない場合は「差押書」とす

る。

②

ベンダの記載の通り、項番21は現在統合されていて印字項目にないため、

「第三債務者のないものは、“項番11と同一”、第三債務者等のあるものは、“項番22（債権）と同一”」という記載を、

要件の考え方・理由に追記する。

■質問６

前提として、教示文の記載は、過去に国税の帳票をベースに有無を決定している。

本意見について、K市の記載「この通知（国税徴収法第55条の通知）は処分ではなく、国税では記載していないと理解

しています。」及び他市の意見を要約すると、抵当権者への教示文表示は不要としている自治体が多いが、抵当権者が

審査請求の資格があるとする場合もある。と思料する。

よって、かなり少ないケースについて教示文が必要と考えられるため、全国意見照会にて、教示文の出力を選択できる

ような記載を備考に記載したうえで、意見をもとに第2回WTで最終的な方針を検討することとしたい。

なお、ベンダから「教示文は必要ですが、諸元表の備考欄にある「抵当権を有する～」の説明文が不適当と考えま

す。」という意見が来ているが、本件は「差押えに係る財産について抵当権を有する者のように第三者債務者が該当す

る場合のみ出力する」という記載への意見と思われる。第三債務者用の帳票について、第三債務者が該当するのは当然

であることから、本記載を削除する。

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

検討分類 修正事由

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類

ID 要件（変更前） 要件（変更後）

質問４について

帳票名称について、（謄本）をつけることでよいでしょうか。

本帳票について、第三債務者のないものは、“項番11と同一”、第三債務者等

のあるものは、“項番22（債権）と同一（ただし、項番21の履行期限は除

く。）”という記載を、要件の考え方・理由に追記してよいでしょうか。

質問６について

抵当権者に送る帳票には教示文の項目が必要でしょうか。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー

3

税務システム標準仕様書【第4.0版】について以下の質問にご回答ください。

質問４

009005_7_帳票要件_015滞納管理の通し項番45の差押調書（謄本）（無体財産）※滞納者用について、

① 帳票概要（帳票の用途）に“第三債務者等がある場合は「差押調書」”とありますが“差押調書（謄本）”の間

違いでしょうか。

② 要件の考え方・理由に“項番10と同一”とありますが、“項番11”（※項番11が滞納者用であるため）の間違

いと思われます。

  また、無体財産は、第三債務者等のあるものとないものでは扱いが異なることから、第三債務者のないもの

は、“項番10と同一”第三債務者等のあるものは、“項番22（債権）と同一（ただし、項番21の履行期限は除

く。）”とする必要があると考えます。

質問６

 009005_9_帳票印字項目・諸元表_015滞納管理のID：0150024（債権差押通知書（債権）※第三債務者用）

の項番22の教示文の備考に、“差押えに係る財産について抵当権を有する者のように第三者債務者が該当する場

合のみ出力する”とありますが第三者債務者が権利を有するという意味がわかりません。権利者用のID：

0150023の間違いではないでしょうか。また、“抵当権を有する～”という理由で教示文を印字するのであれば、

何故ID:0150012（差押通知書（不動産）※権利者用）で抵当権者に送る帳票には教示文の項目がないのでしょ

うか。整合性が取れていないように思われます。

第三債務者等がない場合は「差押

書」とする

● ●

0150045

0150012

第三債務者等がない場合は「差押

書（謄本）」とする

第三債務者のないものは、“項番

11と同一”、第三債務者等のある

ものは、“項番22（債権）と同一

（ただし、項番21の履行期限は除

く。）”という記載を、要件の考

え方・理由に追記する。

要検討

ー



確認事項 修正方針（事務局案） 修正方針（事務局案）への回答 ご回答の理由・詳細など

機能要件 帳票要件

印字項

目・諸元

表

帳票レイ

アウト

業務フ

ローツ

リー図

方針

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

検討分類 修正事由

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類

ID 要件（変更前） 要件（変更後）

7

帳票 ID0150280の副本は帳票ID0150281である。しかし帳票名称は、帳票ID0150280 が「換価執行決定告知

書」に対して、帳票ID0150281 は「換価執行決定通知書」となっている。副本であれば帳票名が統一されるべ

きではないでしょうか。統一されない理由をご教示ください。

● ●

0150281 換価執行決定通知書 換価執行決定告知書

報告

帳票名称に誤りがある

ため修正する。

ー 要件の記載を修正する

旧）換価執行決定通知書

 ↓

新）換価執行決定告知書

※【参考】ファイルで（案）を記載

しているため、確認いただければと

思います。

（E市）：意見なし

（K市）：了解しました

（C市）：問題なし

（I市）：-

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：修正（案）を確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：国税が事務運営指針で「換価執行告知書」としているので、合わせることが望ましいと考えます。

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

K市意見について、国税HPを見る限り、「換価執行決定告知書」であるように見受けられるため、当初想定通り「換価

執行決定告知書」とする。

【参考】https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/tyousyu/140924/11/03.htm

（換価執行決定の告知）170

8

財産の引渡命令書を作成する事由として、国税徴収法第 58 条第 2 項（滞納者の所有する動産を占有する第三者

が引き渡しを拒んだ際に発する命令）と同法第 71 条第 3 項（滞納者の所有する自動車等の財産を差押えた際

に、占有する滞納者又は第三者に対して発する命令）の二つがあります。

58 条は動産の差押えを行うための命令であり、71 条は差押えた自動車等の財産を徴収職員が占有するための命

令であると思われます。

ID0150158、0150159 の帳票については、送付先は同じですが対象財産によって該当する条項や帳票の用途が

異なることから、58 条と 71 条の占有者に対し、同一の帳票ではなく、別々の帳票を作成する必要があると思

われます。しかし、帳票要件を確認したところ、帳票概要を含め 71 条の規定しかなく、58 条の規定は占有者

へ命令を発した旨を滞納者へ送付する帳票にしか表記されておりませんでした。以上のことから、引渡命令書帳

票要件における国税徴収法第 58 条の規定の解釈をご教示ください。

● ●

0150159

0150160

財産の引渡命令書※58条 要件の削除

0150157財産の引渡命令書※滞納

者用／0150159財産の引渡命令書

※占有者用 の

「自動車等を差押えた際、それを

徴税吏員が占有するため、引渡し

を命じるために、滞納者に手交す

る帳票」について、動産も包含す

る想定のため、動産も追記

要検討

ー 引渡命令にかかる関連帳票は、以下の通り整理していますが、こちらで問題

ないでしょうか。

0150157「財産の引渡命令書※滞納者用」→国税徴収法第71条第3項にかかる

帳票。滞納者に引き渡しを命令するために必要。現行帳票要件の記載で特に

問題なく対応できている認識。

0150159「財産の引渡命令書※占有者用」→国税徴収法第58条第2項にかかる

帳票。帳票概要を58条に合わせて修正している。

0150160「財産の引渡命令書※58条」→国税徴収法第58条第2項にかかる帳

票。帳票名称、帳票概要を58条に合わせて修正している。

※【参考】ファイルで（案）を記載しているため、確認いただければと思い

ます。

ー （E市）：意見なし

（K市）：了解しました

（C市）：問題なし

（I市）：問題ない。

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：問題ありません。

（D市）：

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：占有者宛帳票については0150159で71条と58条の併記という理解でよろしいでしょうか。

（H市）：

（D市）：修正（案）を確認しました。事務局の整理している内容で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

特に意見ないため、当初想定通りとする。

なお、F市の質問「占有者宛帳票については0150159で71条と58条の併記という理解でよろしいでしょうか。」につい

ては、差押えた自動車等を第三者が占有する場合においても、第三者に対し引渡しを命じることから、自動車等（第７

１条）の併用も必要である。

9

必須項目の項番 20，21 の記載が「公売開札日公売開札日時」と、開札の日時を入力する欄となっている。

公売開札日時の中に公売開札日は含まれると思うが、併記している理由（解釈）をご教示いただきたい。

● ●

0150185

0150187

「公売開札日公売開札日時」 「公売開札日時」

報告

必要性不明な項目が併

記されているため削除

する。

ー 本項目の名称を修正する。

※【参考】ファイルで（案）を記載

しているため、確認いただければと

思います。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：-

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：ファイルを確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

特に意見ないため、当初想定通りとする。

10

見出しの帳票は、相続・第二次納税義務・連帯納税義務が一括りで考えられており、実装必須の印字項目を確認

すると、項番 13.14「被相続人」、29「相続人」、30「相続分」、31.32「相続開始日」の記載となっている。

上記項番の内容は、相続による承継を行う場合に用いるものであるが、第二次納税義務と連帯納税義務について

は相続でないため、項目名は、「被相続人→納税者」「相続人→第二次納税義務者又は連帯納税義務者」「相続

分・相続開始日→該当ないため削除」が適当ではないかと考えられる。

以上から、相続と承継の項目名を同一にしていることについての理由をご教示いただきたい。

● ●

0150399 項番 13.14「被相続人」、29「相

続人」、30「相続分」、31.32

「相続開始日」

項番 13.14「納税義務者」、29

「第二次納税義務者、または連帯

納税義務者」

※それ以外は削除

要検討

ー 相続以外の場合（第二次納税義務・連帯納税義務）について、「被相続人→

納税者」「相続人→第二次納税義務者又は連帯納税義務者」「相続分・相続

開始日→該当ないため削除」という対応としてよいでしょうか。

※【参考】ファイルで（案）を記載しているため、確認いただければと思い

ます。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：問題ない。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：場合分けで出力されるということであれば問題ない

（H市）：第２次納税・連帯納税義務については帳票要件から削除したほうがよいと考えます。

（D市）：ファイルを確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：相続の承継通知は行政処分ではありませんが、第２次納税、連帯納税義務の通知は行政処分にあたるため、決議書の印刷も必要であり相続と同一で

取り扱うことに無理がある。また、機能要件にもこれらの帳票を印刷しなければならないことにはなっておらず、実際に自治体においてこれらの行為が行われ

ることはほぼ無いため削除が適切であると考えます。なお、項番15の納付（納入）すべき金額は明細のとおりとなっており延滞金についても明記される想定で

あるが、項番23納付すべき額（承継金額）には相続された延滞金も合算される想定なのでしょうか。その場合延滞金計算日はいつを想定しているのでしょう

か。また通常どのベンダも相続後の延滞金を正しく計算できる機能を有していないのですが単純にある日付で相続前の延滞金を計算して単純に相続割合で計算

する想定でしょうか。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

H市以外は特に意見なしであるため、当初想定通りとする。

なお、H市意見「第２次納税・連帯納税義務については帳票要件から削除したほうがよいと考えます。相続の承継通知

は行政処分ではありませんが、第２次納税、連帯納税義務の通知は行政処分にあたるため、決議書の印刷も必要であり

相続と同一で取り扱うことに無理がある。また、機能要件にもこれらの帳票を印刷しなければならないことにはなって

おらず、実際に自治体においてこれらの行為が行われることはほぼ無いため削除が適切であると考えます。」につい

て、この帳票があることで法的に瑕疵があることはないと想定しており、削除については対応しないこととする。

また、「項番15の納付（納入）すべき金額は明細のとおりとなっており延滞金についても明記される想定であるが、項

番23納付すべき額（承継金額）には相続された延滞金も合算される想定なのでしょうか。その場合延滞金計算日はいつ

を想定しているのでしょうか。また通常どのベンダも相続後の延滞金を正しく計算できる機能を有していないのですが

単純にある日付で相続前の延滞金を計算して単純に相続割合で計算する想定でしょうか。」については、事務局検討

中。
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不納欠損について、「確定」延滞金部分を集計できることに修正するよう意見がある。

●

0150282 不納欠損について、延滞金部分を

集計できること

不納欠損について、確定延滞金部

分を集計できること

要検討

ー 事務局では以下を理由に、本対応は行わなくてよいと考えておりますが、い

かがでしょうか。

・他市で実施されていない独自要件と思われること

・確定延滞金は調定を立てない（財務会計システムでは未収で建てるかもし

れないが、税システムでは立てない）ため、欠損対象にならない

・確定延滞金のみを抽出してのシステム外対応が可能と想定

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：本市の場合は、事務局様の考えのとおり、税システムで調定は立てず欠損対象とはならな

いため、対応は不要です。

（I市）：事務局意見に同意する。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：独自仕様かつ、ＥＵＣなどで代用可能と考えらるため当市では対応不要と考える

（H市）：必要ないと考えます。

（D市）：

（A市）：問題ございません。

確定延滞金のみを抽出してのシステム外対応が可能と想定します。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：対応不要

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：ほとんどの自治体で延滞金は事後調定であるとの認識で、確定延滞金の欠損を集計をする必要がないことが想定される。また、EUCにてデータを抽

出して集計可能であるため個別に機能要件にする必要はないと考えます。

（D市）：確定延滞金について本市では欠損対象としていないため必要性を感じていません。ごく少数の市町村等からのご意見ということですが、同様の処理

を行っている市町村等が少なく、なお別途対応が可能なのであれば実装する必要性は低いと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

確定延滞金は通常事後調定となるため欠損の対象としてなじまないこと、EUC抽出しシステム外で対応可能とする意見

があることから、当初想定通り、対応しないこととする。

要検討

ー ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：住所履歴・通称名は必要。

本市では電子照会を主に使用しているが、個別対応で書類で調査する場合に住所履歴や通称名が必要

な場合は、調査書類に手書きで記載するなどして対応している物が多い。

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：住所履歴について、直前の1つは記載あり

通称名については把握している場合は手書きにて追記

個人情報でもあるため履歴全てを添付するなどの対応は行っていない

（H市）：住所履歴、本名等は必要です。現行は別紙にて印刷しています。標準化後も同様に対応予

定と聞いています。また郵便番号も印字項目に必須として追加する必要があります。

（D市）：

（A市）：ヒット率があがるため、住所履歴があることが望ましいと考えます。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：現在の住所・氏名と異なる内容を列記する場合、現行の当市の運用は下記のとおり。

・住所・氏名欄の文字数制限内に収まる場合、帳票出力時の対象者住所・氏名欄に「（前住所：〇〇）」「（通称名：〇〇）」等を記載。

・文字数制限を超過する場合、備考欄に記載。

（B市）：住所履歴、通称名が必要な場合もある。

現行システム（標準化前）では、次のような組み合わせの情報を照会文及び回答書に手入力で対応している。

・A現住所とB本名

・C前住所とB

・AとD通称名

・CとD 等の想定される組み合わせで照会

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：本名の他に旧姓も印字されることが望ましいです。

また、ゆうちょ銀行は郵便番号一致が条件なので項目に郵便番号の追加が必須であり、そのうえで住所履歴が必要です。UFJ銀行についても住所一致が条件であ

るため住所履歴が必要です。

（D市）：本市の照会様式につきましては別添帳票サンプルのとおりです。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

住所履歴、通称名いずれも必要という意見が多いことから、項目として実装自体は必要と想定。ただし、住所履歴につ

いては現行仕様書で対応済み。

※個別照会時は現在ID0150383「照会前住所一覧（個別調査）」において、すでに別紙にて対応済み

※一括照会時は現在ID0150472「対象者名簿」において、一括で調査する際の別紙は仕様書上実装されていることか

ら、住所履歴については別紙にて対応済み

通称名については、共通要件ID0160121「住民、住登外者、法人の代理人等情報として以下を管理（参照、登録、修

正）できること。

＜住民、住登外者、法人の代理人等情報＞

・送付先（送付先の住所・方書、送付先の郵便番号）」

で管理する想定のため、特段対応しない。

H市の意見「郵便番号、旧姓の追加」について、ゆうちょ銀行、三菱UFJ銀行に対して必要ということで、郵便番号を

含めることにする。

旧姓については、通称名と同様、送付先で対応することとする。

6

帳票ID：0150303の預貯金等の調査についての項番14の住所・所在地等と16の氏名・名称（屋号）についてで

すが

①住所等一致が回答条件になっている金融機関があることから住所履歴がある場合に住所履歴を印字したい。

②外国人において通称名と本名のどちらで口座登録しているか分からないことから両方印字したい。

という要求があります。

しかし、現在の仕様の文字制限では印字することができないため、この２点について別紙に印字したいと考えて

いますが、そのような別紙を印刷してよいという記載がありません。

特段禁止することではないと思われますが、仕様にない外部帳票は印刷してはいけないという禁則事項に関わる

ことですので、その他編集条件にその旨記載していただけないでしょうか。

住所履歴、通称名は必要でしょうか。

現行システム（標準化前、後いずれも）では、どのように対応しているで

しょうか。現行帳票の枠を修正するか、別紙対応とするか、等、望ましい対

応を探るため、現行運用をご教示ください。（帳票サンプルを提供いただく

などでも構いません。）

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

● ●

0150303 記載なし 住所履歴、通称名を追加



確認事項 修正方針（事務局案） 修正方針（事務局案）への回答 ご回答の理由・詳細など

機能要件 帳票要件

印字項

目・諸元

表

帳票レイ

アウト

業務フ

ローツ

リー図

方針

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

検討分類 修正事由

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類

ID 要件（変更前） 要件（変更後）

12

導入した標準化準拠システムにおいて、滞納処分の停止について計算延滞金が選択できない問題が発生している

ため、明記するよう求められている。

●

0150264 滞納処分の停止を取消する期別に

ついて、任意に選択できること。

滞納処分の停止要件を満たした期

別は、自動で選択されているこ

と。また、滞納処分の停止要件を

満たさない期別については、手動

で滞納処分の停止期別として選択

できること。

滞納処分の停止を取消する期別に

ついて、任意に選択できること。

滞納処分の停止要件を満たした期

別は、延滞金を含めて自動で選択

されていること。延滞金の有無を

選択できること。また、滞納処分

の停止要件を満たさない期別につ

いては、手動で滞納処分の停止期

別として選択できること。

要検討

ー シート「補足 帳票ごとに必要となる期別一覧」の下部に、

「本税、計算延滞金、確定延滞金、督促手数料がすべて掲載されることを想

定。」を補足することでよいでしょうか。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：問題ない。

（B市）：案とおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：掲載については問題ないが、本税以外は執行停止の対象外のため自動選択対象からは外し

てほしい

（H市）：そもそも未納明細に延滞金の項目があるのに計算延滞金が選択できないという意味がよく

分かりません。差押時には印字されるのに、執行停止に限り確定延滞金は印字されるが計算延滞金は

印字されないということでしょうか。

（D市）：

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：執行停止に限り延滞金のことを記載することは逆に不適切に思われます。事務局案のとおりシート「補足 帳票ごとに必要となる期別一覧」の下部

に、延滞金を含めて印字することと記載するのみでよいと考えます。また、破産の交付要求を除き、計算延滞金については、「要す（法律による金額）」に置

き換えが選択できること追加することが望ましいと考えます。

（D市）：事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

自治体によって対応が異なることから、シート「補足 帳票ごとに必要となる期別一覧」の下部に、

「本税、計算延滞金、確定延滞金、督促手数料がすべて掲載されることを想定。なお、掲載するかどうか選択できるこ

と。」を補足する。

H市の意見「破産の交付要求を除き、計算延滞金については、「要す（法律による金額）」に置き換えが選択できるこ

と追加することが望ましい」については、破産の交付要求時は1,000円未満も記載する必要があることから、機能要件

に追加する。

ベンダから「納期未到来期を対象とした場合に、執行停止したままとなる運用が増えるため、「執行停止要件を満たさ

ない期別については、手動で執行停止期別として選択できること」の部分をオプションとするのが妥当と考えます。」

という意見あり。こちらについては、手動での操作で誤った期別が追加されることを回避する内容と思われるが、自治

体から意見があるわけではないため対応不要とする。

ベンダから「確認事項については問題ございません。

ただし、要件（変更後）欄にて「延滞金の有無を選択できること。」が追加されていますが、延滞金を除外して停止で

きる必要があるように読み取れ、要望内容と異なるかと思いますのでこの記載は削除、もしくは標準オプションにて追

加すべきと考えます。（延滞金を除外して停止することはありえないと思いますので削除が妥当かと思います。）」と

いう意見あり。こちらについては、このような変更は行わない想定であるため、対応しない。（「改正・要望内容」列

に記載の内容への意見と思われるが、「改正・要望内容」列は当初の意見元の記載を転記したものであり、そのような

変更を行う想定はない）
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返戻・再交付等があるにもかかわらず初回発布日が表示され続ける製品があり、再度発布した日付を表示するよ

う求められている。

●

0150332 以下の個人情報、調定情報、収納

情報、分割納付誓約情報、滞納処

分情報等を滞納者管理画面で確認

できること。また、滞納処分費を

管理できること。

以下の個人情報、調定情報、収納

情報、分割納付誓約情報、滞納処

分情報等の現在状況を滞納者管理

画面で確認できること。また、滞

納処分費を管理できること。

要検討

ー 例えば督促状等を再度発布した際、システム上の発布日は再度発布した日が

表示されるのが望ましいという理解でよいでしょうか。

その場合、機能要件に再発布の場合はその日付が表示されることをオプショ

ンにて追記します。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：再度発布した日が表示されるのが望ましい

（I市）：事務局案で問題ない。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：再発布については、通常当初の発布について無効であると想定されるため、更新されるべ

きと考える

（H市）：望ましいでではなく、法律上その日付を発送日として管理されなければなりません。オプ

ションは不適切です。

（D市）：

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：督促状の再発付が想定されるのは返戻時。返戻された有効ではない督促状発付日ではなく、有効に再発付された督促状発付日が表示されることが望ま

しい。

（B市）：最新の情報と履歴が確認できることが望ましい。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：督促状の発送日は、差押可能になる日や時効管理上重要な情報であり、返戻された段階で発送していない扱いとし、再発送した場合は、再発送日を

発送日として管理する必要があります。本市でも同様の問題が発生しています。これは賦課と収納が一体となっているシステムにおいて、帳票の返戻履歴の管

理方法と滞納システムの管理方法に必要とされる機能が異なり、そのことを踏まえて連携要件を作成していないことに起因します。従って本件は機能ではなく

連携の問題であり、連携要件の見直しが必要と考えます。大変重要な問題ですので、詳しく添付の別エクセルファイルにまとめましたので参照してください。

（D市）：対応について事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

意見のあった構成員はすべて更新されるべきという回答であることと、通常再発布する際は返戻状態にあり、実質督促

ができていない状況であることから、当初の発布日を記載する必要がないと思われる。

そのため、更新後の日付を記載するよう要件を修正する。

なお、H市の意見「本件は機能ではなく連携の問題」については、滞納側で持つ督促の発布状況にかかるテーブルの問

題という意見と思料するが、税仕様書としてはあくまで実現すべき機能を記載できれば良いため、特段対応しない。

ベンダから「督促発付日は返戻公示があっても当初の日付を表示したい自治体もある」という意見が来ているが、本件

については、全国意見照会で収集した意見をもとに判断したく、いったん考慮しないこととし、後日事務局にて検討す

る。

14

納付書に記載される「指定期限」という表現を改めてほしいという意見がある。

●

0150286 指定期限 名称を変更

要検討

ー 特段変える必要はなく、どうしても変更したい場合は名称について＊埋めす

るなどの対応をとることで問題ないでしょうか。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：変える必要はないと考える。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：問題なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：確認事項に記載のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

K市から納付書使用期限としたほうがいいと意見があったものの、その他の構成員、ベンダからは特に必要とする意見

が出ていないことを考慮し、特段対応しないこととする。

15

「勤務先照会を行ったところ、DV加害者が勤務先に居たためDV措置支援者の住所が漏洩した案件が発生した経

過がある。そのため、滞納者がDV措置支援者であった場合は極力調査は控えたいので対象を抽出する機能が欲

しい。」という意見がある。

0150341 ー ー

報告

ー ー 機能要件150333に、「滞納者に対し

て、任意にフラグを管理（設定・保

持・修正）できること。フラグによ

るデータ抽出を行うことができるこ

と。」があり、このフラグをもとに

滞納者検索から除外する機能が

150341

＜想定される発送除外条件＞

・フラグ

で記載されていることから、対応し

ないものとします。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：-

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：対応しないことに問題はありませんが、事務局案での説明での対応は難しく、別に対応方

法があることを説明する方が適当であると考えます。

（D市）：

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：要望内容を事務局案にて行うためには、DV対応者を抽出して付箋を立て、当該付箋登録者を抽出し、それらから給与照会の登録のあるものを一件ず

つ探し出して調査を外す作業が必要と想定され作業量から実運用は難しいものと想定されます。別案として、DV情報については、標準仕様によりデータ連携が

されるため、その情報と調査予定の情報を元にEUCを利用して対象者を抽出し、当該対象者の調査登録を削除できると想定されます。

（D市）：事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

特に意見ないため、当初想定通りとする。

なお、H市の質問「要望内容を事務局案にて行うためには、DV対応者を抽出して付箋を立て、当該付箋登録者を抽出

し、それらから給与照会の登録のあるものを一件ずつ探し出して調査を外す作業が必要と想定され作業量から実運用は

難しいものと想定されます。別案として、DV情報については、標準仕様によりデータ連携がされるため、その情報と調

査予定の情報を元にEUCを利用して対象者を抽出し、当該対象者の調査登録を削除できると想定されます。」について

は、フラグを一括で貼付する機能が150333「抽出した滞納者に対し、一括でフラグ管理（設定・保持・修正）ができる

こと。」に記載されているため、特段対応不要とする。

16

一括入力した交渉記録の修正も、おなじく一括で修正出来るようにしてほしい、という意見がある。 ー ー 一括入力した交渉記録の修正も、

おなじく一括で修正出来ること。

報告

ー ー APPLICに確認したところ、同時削除

は対応が難しいという回答があった

ため、対応しないものとします。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：-

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：

（A市）：承知しました。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：現在のシステムでは、同時に入力した交渉記録については、修正や削除が同時に可能である。対応していただけると助かります。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：そもそも何が一括入力したデータなのかを特定することが困難であると考えます。

（D市）：事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

構成員のJ市から昨年度全国意見照会で要望があり、実際に実装している構成員が2団体あるため、対応できているベン

ダがあるものと思われることから、標準オプションとして実装する。

17

滞納明細でなく、未納明細にすべきという意見がある。

● ● ● ● ●

0150469

ほか

ー ー

報告

現行名称だと、滞納状

態でない期別も滞納扱

いとなってしまう。

ー 未納分の表示や、徴収猶予中の交付

要求書にも使用されることがあるた

め、滞納明細では不適切であること

から、未納明細で統一する。

※【参考】ファイルで（案）を記載

しているため、確認いただければと

思います。

（E市）：意見なし

（K市）：了解しました

（C市）：問題なし

（I市）：-

（B市）：帳票タイトルを滞納明細書とするか未納明細書とするかを選択できることが望ましい。

また、（選択できる前提で）差押調書等の滞納金額欄には「別紙明細のとおり」との表示で良いので

はないか。

（J市）：意見なし

（F市）：意見なし

（H市）：問題ありません。

（D市）：修正（案）を確認しました。事務局案で問題ないと考えます。

（A市）：問題ございません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：現状、適合基準日が令和８年４月１日となっております。令和８年４月１日までに

事業者が、各自治体への提供まで含めて対応が可能かを確認されたうえで、適合基準日を検討いただ

いた方が良いかと存じます。

（総務省統括アドバイザー）：修正方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：滞納ではない未納分の表示が必要な場合があるため、望ましい変更と考えています。

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

B市の意見のように、選択できる機能があればいいものの、一般的な機能とは言えないため必要性は低いと想定。当初

想定通り、未納明細に修正する。

なお、デジタル庁、ベンダから適合基準日に対する意見があるが、適合基準日はR9.4.1.（改定の1年後よりあと）を想

定している。



確認事項 修正方針（事務局案） 修正方針（事務局案）への回答 ご回答の理由・詳細など

機能要件 帳票要件

印字項

目・諸元

表

帳票レイ

アウト

業務フ

ローツ

リー図

方針

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

検討分類 修正事由

回答集約（地方団体構成員）

#

改正・要望内容 標準仕様書改定内容

改正・要望内容
標準仕様書

への反映

仕様書分類

ID 要件（変更前） 要件（変更後）

18

差押帳票の通知先にかかる文字数が少なすぎて、文字漏れが多く、手書き対応が多くなっており、文字の桁数を

増やしていただきたいという意見がある。

●

0150022 桁数：１５ ー

要検討

ー 必要な文字数についてご教示ください。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：32文字以上（要件定義の” 様”の印字についても文字数に含むならば34文字以上）。

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：確認できる最大は９５ですが、50文字程度あればおおよその対象は対応可能と考えます。

（H市）：現行５０文字です。

（D市）：

（A市）：16文字以降は文字を縮小する等で最大50文字までの印字を希望します。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：収納管理の納税証明等と合わせて１００文字程度にしていただきたいです。

なお、帳票印字項目・諸元表で送付先や通知先、調査対象者等の氏名について、桁数を規定しているものは、すべて１００文字としていただきたいです。

差押帳票以外でも特に次の帳票の照会対象者氏名は文字数が足りず、印刷後手書き対応が多くなり困っています。

帳票ID；0150303 預貯金等の調査について（照会、回答）

帳票ID；0150307 生命保険契約について（照会、回答）

帳票ID；0150311 障害保険契約について（照会、回答）

帳票ID；0150331 証券取引に関する調査ついて（照会、回答）

帳票ID；0150333 給与等の調査について（照会、回答）

（I市）：簡易生命保険契約を差押えする際の第三債務者名称が32文字のため（独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構）。

（B市）：31文字を超える場合もある。

宛名の文字数と同じにできないのか。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：

（D市）：「送付先 氏名又は名称」と同じ桁数（17桁/2行、34桁）としてはどうかと考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

自治体、ベンダによって文字数は様々だが、最低30文字、50文字程度あればおおよそ対応できるものと想定される。

レイアウト上、25＊2行であれば入り切ると思われるため、50文字で進める。

また、文字の縮小についても意見があったが、50文字でレイアウト上収まること、おおよそ包含できることから、特段

対応しないこととする。

19

「本帳票の書式とゆうちょ銀行が求めている調査帳票が異なり、本帳票でゆうちょ銀行に調査を出すと、件数に

よっては回答が得られず返送されます。ゆうちょ銀行と本書式を調整いただくか、ゆうちょ用の調査帳票の追加

を検討いただきたいです。」という意見がある。

● ● ●

0150303 ー ー

要検討

ー 各構成員で、郵貯用の預金照会の調査票がある場合はご提供いただけないで

しょうか。それをもとに再度WTにて帳票様式を整理します。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：当市様式は別途添付

（H市）：ゆうちょからの依頼様式を添付します。

（D市）：本市においてゆうちょ銀行への照会にあたっては電子照会を利用しているため様式があり

ません。

（A市）：本帳票の書式のみの用意となります（郵貯用の預金照会の調査票は、現状システム出力に

対応しておりません）。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：別添のとおりの帳票で回答されています。

最近はpipitLINQによる電子照会も行っているが、外国人などのアルファベット氏名の照会などpipitLINQで対応していないものもあり、この様式を使用した紙

照会も行っている。

（C市）：標準化システム導入前はゆうちょ用の様式があったのですが、すでに標準化システムに切り替わっており、従前のシステムからの帳票を出すことが出

来ないので、ゆうちょ銀行から届いた指定様式使用の依頼文と指定様式を添付させていただきます。

（I市）：ゆうちょ銀行個別の照会様式は使用していない。

（B市）：ゆうちょ銀行に対する照会は、電子的調査を行っているため様式はありません。

（J市）：意見なし

（F市）：当市では地方税共同機構の「平成27年度徴収に関する電話催告の民間委託と金融機関照会様式の統一検討ワーキンググループ報告書」にある様式にほ

ぼ準拠したものを使用しており、件数等で返送されたことはない。

（H市）：ゆうちょ銀行では照会に郵便番号が必須です。

（D市）：

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

受領した資料を基に、事務局で方針検討中である。

20

配当計算書（謄本）について、「残余金の項目には還付口座の金融機関名、口座番号、口座名義人情報等記載す

る必要があるが、レイアウトの行間では狭すぎると思われます。」という意見がある。

● ●

0150005 ー ー

要検討

ー 昨年度WTにて、以下のような意見がありました。

「本市では金額と交付先を記載するのみで口座情報を記載することはありま

せん。」

「本市では意見の根拠に挙げられている項目は配当計算書には表示していま

せん。」

「当市は現行では「残余金の交付先」には交付先氏名を記載し、口座情報等

についてはシステム外で用意した帳票を添付している。」

「当市では、滞納者の氏名のみ記載し、還付先口座情報や還付の期日等は別

途お知らせしているので、宛名の最大文字数で足ります。」

そこで確認ですが、配当計算書の残余金の項目には、何の情報が含まれてい

ればよいのでしょうか。事務局としては口座情報までは含めないことでよい

ように思いますが、口座情報まで配当計算書に記載しているのでしょうか。

また、別紙での対応をしている構成員はあるでしょうか。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：本市では、還付日、金融機関名、口座番号を記載している

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：当市では口座振替申請書の代替として配当計算書を使用しているため、配当計算書に還付

口座の金融機関名、口座番号、口座名義人情報等記載している

別紙での対応は可能

（H市）：残余金額と配当先（基本的に滞納者だが、稀に破産管財人など特殊事例がある）

（D市）：

（A市）：口座情報は配当計算書に記載しておりません。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：当市は現行では「残余金の交付先」には交付先氏名を記載し、口座情報等についてはシステム外で用意した帳票を添付している。

残余金の項目には金額、残預金交付対象者の名称が記載されれば充分だと考えます。

（B市）： 当市は現行では「残余金の交付先」には交付先氏名を記載し、口座情報等についてはシステム外で用意した帳票を添付しているため、口座情報は不

要です。

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：そもそも原則としては、残余金は交付期日に執行機関に取りに来ることになっていますので口座情報は必要ありません。口座振込する場合は、本人

から口座の指定をしてもらう必要がありますので、別に案内を行っています。

（D市）：本市では交付金額と交付先のみの記載となっており、口座情報までは記載していません。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

回答を見る限り、現行様式レイアウト＋別紙で口座情報を記載、という運用で問題ないと考えられる。

なお、配当左記の口座情報については機能要件及び基本データリスト上にも管理する想定はなく、システムからの出力

は不要と想定しているため、口座情報を記載する帳票について、帳票要件に新規追加する想定はない。
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相続に伴う納税義務承継については、教示文の記載が不要という意見がある。

● ●

0150399 ー ー

要検討

ー 相続に伴う納税義務承継については、教示文の記載が不要となるよう印字項

目諸元表上で追記する対応としてよいでしょうか。

※こちらは検討結果をもとに反映いたしますので、【参考】ファイルに修正

はしておりません。

ー （E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：問題なし

（I市）：問題ない。

（B市）：案のとおりで良い。

（J市）：意見なし

（F市）：承継通知は行政処分ではないと考えられるので教示文は不要

（H市）：問題ありません。

（D市）：

（A市）：現在、教示文を印字して運用されている市町村もいらっしゃる認識です。オプション機能

を希望します。

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

（総務省統括アドバイザー）：事務団体でないため（有識者）、意見無し。

「確認事項」記載の方針に賛同する。

（E市）：意見なし

（K市）：

（C市）：

（I市）：

（B市）：

（J市）：意見なし

（F市）：

（H市）：相続は自動的に行われ、滞納の承継通知は行政処分ではなく、事実のお知らせとして行っているもので教示文は不要です。

（D市）：0150399納税義務承継通知書については、徴収金の額が確定しているものについて納税義務の承継があった場合に作成・送付するものとの認識であ

り、賦課等に関する教示文の記載は不要であると考えます。

（A市）：

（地方税共同機構）：特記事項なし

（デジタル庁）：

（総務省統括アドバイザー）：

オプションでよいという意見があるため、標準オプション項目として定義する。


